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研究要旨  

森崎分担研究では、①人口動態統計の出生票、死産票、および死亡票をリンケージする

複数の手法を比較検討することで、もっとも正確にこれらをリンケージできる手法を提案

すること、③各種の周産期関連データベースをリンケージしたデータベースの利用を促進

し、その解析を通して単一のデータベースからは産出不可能であった医学的なエビデンス

を複数提示すること、を目的としている。 

また、康永分担研究では、DPC 情報の他データベースがリンケージに関するフィージビ

リティ評価や、他データベースによる DPC 情報から算出された項目の妥当性評価を行う

ことを目的としている。 

３年目である本年度は、２つの分担研究班が協働することで、①2014-2016 年度に出生

した児の出生票と母の死亡票を高精度にリンケージするための方法を検討し、②２つの分

担班が協力することで、DPC 情報による周産期医療に関するレジストリ情報の代替可能性

について検討し、③日本産科婦人科学会周産期登録データベース、新生児医療ネットワー

ク登録データベース、出生票、死産票、乳児死亡票、および DPC 情報を様々な角度から

解析し、妊婦および児の予後に関係する医学的・社会的因子について、複数のエビデンス

を発表した。 

Ａ．研究目的 

森崎分担研究班では、周産期医療にまつ

わる様々なデータベースのリンケージ手法

を検討し、また得られたリンケージ・デー

タ等を複合的に解析してきた。 

一方で、康永分担班では、DPC 情報と他

データベースの連結による研究への利活用

の可能性を模索すべく、DPC 情報を死亡票

情報など他のデータベースと連結すること

のフィージビリティ評価や、カルテ記載テ

キスト情報により DPC 情報内の病名・処

置による小児疾病分類の妥当性評価を行っ
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てきた。しかし、現在研究用に広く活用さ

れている DPC 情報（一般社団法人診断群

分類研究支援機構（通称 DPC 機構）が約

1000 の病院より収集）は他データベース

と個人単位で連結できない規定であるた

め、本研究班では DPC 機構の有する DPC

情報を他データベースと連結することはで

きなかった。 

このため、本年度は２つの分担班が協働

する形で、既存の医師入力型の臨床レジス

トリに含まれている情報をDPC 情報により

代替できる可能性はあるのか、また、臨床レ

ジストリとDPC 情報を連結することができ

るのか、更にはそのためのシステムの検討

を行うこととした。 

つまり、本研究班の最終年度である今年

度は、①出生票とその母の死亡票を高精度

にリンケージする手法を提案すること、②

他のデータベースと連結可能である形での

DPC 情報の収集の可能性およびその際の

DPC 情報による周産期医療に関するレジス

トリ情報の代替可能性を検討すること、③

各種の周産期関連データベースをリンケー

ジしたデータベースの解析を通して複数の

医学的に有用なエビデンスを提示するこ

と、である。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①出生票とその母の死亡票を高精度にリ

ンケージする手法の検討 

本検討は、平成 29 年度の研究として行っ

た解析に修正を加え、新しいデータ（2016 年

の出生および死亡）を含めた解析を実施す

る目的で行った。 

本研究の背景には、出産後の女性の死亡

が妊娠に関係する死であったかどうかを判

定するための材料は、死亡票に記載されて

いる死因情報のみに依存しているが、この

方法だけでは、出産後時間の経った症例で

は特に見落としが起きる可能性がある、と

いう問題がある。 

このため、妊婦死亡の把握（永田班）およ

び妊婦自殺の把握（大田班）の解析データセ

ットを作成するために、妊娠可能年齢の女

性の死亡票・個票を、その妊娠の結果出生あ

るいは死産となった児の出生票・出生個票

あるいは死産票・死産個票と連結するため

の手法の検討を行った。 

本年度は、手法検討にあたり、生物統計家

の協力を得た。 

 

②DPC 情報による周産期医療に関するレジ

ストリ情報の代替可能性についての検討 

現在まで２つの分担班が協働する形で下記

の３つを行った。 

 

a) DPC 情報から抽出可能な変数について 

DPC 情報（様式 1, EF ファイル=レセプ

ト情報に当たる）として収集されている

変数から、新生児臨床研究ネットワーク

に含まれている臨床レジストリ含有変

数を計算することができるかの検討を

行った。 

手法としては、新生児臨床研究ネットワ

ーク臨床レジストリで現在収集してい

る項目のそれぞれについて、DPC レセ

プトに記載されている診療行為および

薬剤に関するレセ電コードの記載から

算出できるかどうか、および算出できる

場合は計算式を作成した。 

 

b) DPC 情報の人口動態統計・臨床レジス

トリとのリンケージ方法についての検

討 
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DPC 情報にて収集されている個人情報

の詳細について、およびその収集が中央

集約化の際にどのように処理されてい

るのかを調べ、人口動態統計・臨床レジ

ストリとのリンケージ方法および可能

性を検討した。 

 

c) DPC 情報と臨床レジストリを連結した

データベース作成方法の検討 

現存機関（一般社団法人診断群分類研究

支援機構）が作成している既存の研究用

DPC 情報収集システムを活用する方法

で、DPC 情報と臨床レジストリを連結

したデータベース作成方法が作成でき

るか検討した。 

 

③平成 28-29 年に続き、日本産科婦人科学

会周産期登録データベース、新生児医療ネ

ットワーク登録データベース、出生票、死産

票、乳児死亡票、DPC 情報データベースを

用いて、妊婦および児の予後に関係する医

学的・社会的因子について解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は二次的に得られる情報で行う研

究であり、情報収集については特別の倫理

的配慮は必要としなかった。しかし、個人情

報を多く含む情報の解析であるため、成育

医療センターの倫理委員会において研究計

画の承認を得た後に行い、情報漏えいリス

クを最小限にとどめるために外部ネットワ

ークから遮断された環境において解析を行

い、また結果公表に際しても５例以下のセ

ルについては報告を行わないことで少数例

庇護の措置を行った。 

 

Ｃ．研究結果   

①出生票とその母の死亡票を高精度に

リンケージする手法の検討 

 

現在、日本の人口動態統計は市町村が構

成労働省に各種出生・死亡などの情報を個

票という形で報告し、これを厚生労働省が

クリーニングしたのち、氏名情報や病院上

場を削除し、死因コードを ICD 分類に基づ

き付与した結果のデータが公式統計に用い

ている。市町村から厚生労働省に提出され

る情報のオンライン登録率は徐々に上昇

し、2018 年情報においては、全市町村から

オンライン形式で報告が行われた。 

親子のリンケージを行うためには死亡

個票や出生個票のみに含まれる母親の氏名

情報も、死亡票のみに記載されている死因

の ICD 分類も必要であるため、本研究では

出生個票と死亡個票、そして死亡票と死亡

個票をリンケージするという形で、リンケ

ージは２段階で実施した。この方法（下記に

詳細を記載）は平成 29 年度に報告したもの

と同じである。 

 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33

条の規定に基づき、人口動態調査に係る調

査票情報の提供について申出を行い、調査

票情報の提供を受けた。 

まずは市町村からオンラインで報告さ

れるデータ（○○個票）およびこれを厚生労

働省がクリーニングおよびコーディングし

た結果のデータ（○○票）を、出生、死産、

死亡のそれぞれにおいて作成した。 

このリンケージには、届け出のあった都

道府県・市町村・保健所・支所番号・事件簿

番号および（出生・死亡・死産の）年月日、

を用いて、年月日および事件簿番号に書き

間違いがあった可能性を 1%と仮定して、確
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率的リンケージ(Probabilistic Linkage)により

連結することで作成した。確率的リンケー

ジについては Fellegi and Sunter らによって

提唱された理論を用いて、誤字や入力ミス

については編集距離(Lebenstein 距離)を用い

て２値の一致度を評価した。 

続いて、それぞれリンケージされた死亡

票/死亡個票と出生票/出生個票を、母（女性）

の氏名および生年月日によりリンケージし

た。また、それぞれリンケージされた死亡票

/死亡個票と死産/死産個票を、母（女性）の

氏名および死産時の年齢（+1 あるいは-1 を

含める）によりリンケージした。 

このリンケージには、 Deterministic 

Linkage つまりは、完全一致していることを

条件とした。この方法では結婚あるいは離

婚により出産時と死亡時で母の苗字が変わ

っている場合は捉えられない。しかし、下の

名前のみを頼りに連結を試みると、たとえ

同じ市町村内での出産・死亡であるという

制限をかけたとしても下の名前も生年月日

も同じであるという女性が複数いたため、

この方法を用いてのリンケージは現実的で

はなかった。 

 

②DPC 情報による周産期医療に関するレジ

ストリ情報の代替可能性についての検討 

 

DPC 情報から抽出可能な変数について 

新生児臨床研究ネットワーク臨床レジス

トリで現在収集している項目のうち、50 項

目についてはDPCレセプトに記載されてい

る 11,418 の診療行為、3,460 の薬剤につい

て、それぞれ処置・薬の投与回数や時期から

算出できることが分かった。 

 

DPC 情報の人口動態統計・臨床レジストリ

とのリンケージ方法についての検討 

DPC 情報にて収集されている個人情報の

うち、個人特定可能性が高い情報として、医

療機関の患者番号、健康保険の被保険者番

号などがあった。このうち、保険証番号につ

いては中央集約化の際に削除されている

が、医療機関の患者番号については医療機

関毎の暗号化処理が行われていることがわ

かった。 

このため、氏名情報や住所が重要なリン

ケージ要素となる人口動態統計との連結は

難しいことが判明した。一方で、同一医療機

関内での情報については、臨床レジストリ

側においても患者番号を収集し、現在 DPC

情報を中央集約化する際に器量機関ごとに

利用している暗号化処理と同じものと整備

することが出来れば、後逸患者のデータ同

士をリンケージできる可能性が高いことが

分かった。 

 

DPC 情報と臨床レジストリを連結したデ

ータベース作成方法の検討 

現存機関（一般社団法人診断群分類研究

支援機構）では、約 1000 の急性期病院から

厚生労働省が毎年通年で実施している

「DPC 導入の影響評価に関する調査」参加

医療機関に対して、厚生労働省の実施して

いる調査とは別に、研究の目的でのデータ

提供を呼びかけ、個別医療機関から同意書

をいただいた上でDPCデータを収集する事

業を実施している。本枠組みで収集された

データを用いて、現在まで数多くの臨床疫

学研究が行われてきた。 

本機構で収集しているデータは、病院を

同定しないこと、提供されたデータ内の個

人を特定しないことを情報提供病院との契

約書に記載しており、収集されたデータを
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他データベースと連結することができな

い。このため、本研究班においても DPC 情

報を他データベースと連結した解析を行う

ことができていなかった。 

しかし、本機構に情報を提供している各

病院に、他データベースとのリンケージを

行うことを前提に一般社団法人診断群分類

研究支援機構からデータを研究者が提供さ

れることに関する施設長の再同意を得られ

れば、研究班に提供可能であることが確認

できた。 

このように、DPC 機構を介在する方法で、

DPC 情報と臨床レジストリを連結したデー

タベースを作成するシステムが可能である

ことが分かった。 

 

 

③ リンケージされたデータの利活用 

本分担研究関係者のみならず、他の分

担研究の先生方とともに多角的な解析を

積極的に行った。この結果、複数の英語

原著論文を出版することが出来、現在も

複数を投稿中である。 

今年度は論文および学会発表にて、下

記の事項を報告した。 

 

-日本の乳児死亡の約 93.5%が内因、

0.8%が故意的な外因（殺傷など）、5.1%

が故意では外因（事故など）により死亡

しており、その社会的背景は共通してい

ること（若年妊娠、ひとり親、早産児な

ど） 

2)先進国 6 カ国の人口動態統計出生票・死

産票・死亡票から、超早産児の死亡率計

算結果は、死産や超早期死亡を統計に含

めるかにより大きく影響されること 

3) 10 代妊娠(15 歳未満、16-19 歳)の産科・

新生児合併症が 20-24 歳での妊娠と比較

して多いこと 

 

さらに、なるべく幅広くこのデータベ

ースを有効に活用していただけるよう

に、周産期医療関係者への疫学教育も継

続して実施した。 

 

Ｄ．考察 

 本年度は、２つの分担研究班が協働

することで、①2014-2016 年度に出生した

児の出生票と母の死亡票を高精度にリン

ケージするための方法を検討し、②２つ

の分担班が協力することで、DPC 情報に

よる周産期医療に関するレジストリ情報

の代替可能性について検討し、③日本産

科婦人科学会周産期登録データベース、

新生児医療ネットワーク登録データベー

ス、出生票、死産票、乳児死亡票、およ

び DPC 情報を様々な角度から解析し、妊

婦および児の予後に関係する医学的・社

会的因子について、複数のエビデンスを

発表することを目的とした。 

まず、昨年度に引き続き人口動態統計

の個票情報に含まれる氏名情報などの特

異度の高い情報を用いることで、それま

でこれらの情報が含まれていない出生票

・死亡票のみでは不可能であった親子を

連結する手段を検討した。氏名情報の含
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まれる個票情報が 2018 年度より 100%と

なるにあたり、本手法の有用性は更に高

まると思われる。 

しかし、死亡個票と死亡票で事件簿番

号が不一致している症例が一定の割合で

いる可能性があることについては昨年度

の分析と変わらず、今後も要因を探す必

要がある。 

そして、DPC 情報については、既存の医

師入力型の臨床レジストリに含まれている

情報をDPC 情報により代替できる可能性が

充分高いこと、その際、施設名と患者番号が

重要なリンケージ・キーになること、また、

一般社団法人診断群分類研究支援機構を介

在することでDPC情報を組織的に収集し臨

床レジストリと連結するシステムが確立で

きるのではないかということが示唆され

た。 

さらに、連結されたデータベースの利

活用については、本年度も小児科および

産科の先生方とともに周産期データベー

スの解析を行い、多くの有用な新規発見

ができた。しかし、有用なデータベース

が作成できても、それを活用し、臨床現

場および政策に反映できるような成果を

産出できる研究者はまだ少ないという問

題もまだ依然として残っている。 

 

Ｅ．健康危険情報 

該当なし 
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